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１　目　的

３　「達成状況（令和3年度）」について

５　「残された課題・今後必要な取り組み」について

・ この「男女共同参画行動計画達成状況調査シート」は、本計画期間（平成30（2018）年度～令和9
（2027）年度）に掲げられた施策の達成状況を点検し、本審議会で進捗状況等を審議していただく際の
基礎資料とするために作成したものです。

・ 各具体的施策を評価対象にし、関係各課より達成状況を記入しています。
※ 参考に前年度の評価を併記しています。

・　評価基準日は、令和4年3月31日（令和3年度終了時）時点での評価としています。

・　各具体的施策について、担当課が残された課題や今後必要な取り組みについて記入しています。

・ 下の「達成度基準表」により、担当課が自己評価しているものを記入しています。

４　「達成度」について

２　全体的な留意点
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達成度一覧表

達成度 評価内容 達成状況 主要施策１ 主要施策２ 主要政策３ 合計

前期基本計画に掲げた施策を達成した。

（ほぼ100％実施した）

前期基本計画に掲げた施策を概ね達成した。

（75％程度実施した）

現在、施策の達成に向けて動いている。

（半分程度実施した）

現在、施策の達成に向けて動き始めている。

（施策に着手し、動き始めることはできた）

現在、ほとんど手をつけていない。

（施策に着手することができなかった）

合　　計 23 25 25 73

Ｄ ２５％程度

Ｅ ０%

Ａ ほぼ１００％

Ｂ ７５％程度

Ｃ ５０％程度

44

3 2 0 5

令和３年度達成度項目数

2 2 5 9

1 1 2 4

6 3 2 11

11 17 16

Ａ

7%

Ｂ

60%

Ｃ

15%

Ｄ

6%

Ｅ

12%

令和３年度項目別達成度

コロナのため施策ができ

なかった, 6

コロナ以外の理由で施策がで

きなかった, 2

施策を行わない

判断をした, 1

達成度Eの理由

- 3 -



主要施策１　あらゆる分野における男女の活躍

１　男女がともに能力を発揮できる社会づくり

(1) 男女の別にかかわらず、個人
の能力に応じ、個人が望む昇進や
昇任ができるような取組を促進し
ます。

人事評価制度の精度を高めるとともに、
実情に応じた昇格基準により、個人の能
力に照準を合わせた昇任等の実施基盤が
確立されてきている。

B B 女性の妊娠・出産・子育て期に生じる性
差に対応した取組が課題である。

  秘書人事課  秘書人事課

(2) 固定的性別役割分担意識に基
づく慣習などから生じる職場での
男女の格差解消のために、ポジ
ティブ・アクション（積極的改善
措置）の周知と理解を促進しま
す。

令和元年度に男女共同参画アドバイザー
を派遣した企業を中心に５社の企業にご
協力いただき、働く女性ロールモデル集
を作成し、働く女性、働きたい女性、事
業者などへの啓発を行った。

B B 取り組みをいかに周知するかが課題であ
る。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課
 産業総合支援課

(3) 事業所へ女性活躍推進法に基
づく一般事業主行動計画の策定に
ついて周知するとともに、女性の
積極的な登用が進むよう働きかけ
ます。

令和元年度に男女共同参画アドバイザー
を派遣した企業を中心に５社の企業にご
協力いただき、働く女性ロールモデル集
を作成し、働く女性、働きたい女性、事
業者などへの啓発を行った。

B B 取り組みをいかに周知するかが課題であ
る。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課
 産業総合支援課
 秘書人事課

(4) 庁内の職場環境改善のため特
定事業主行動計画を推進します。

町職員によって組織された男女共同活躍
推進作業部会を開催し、より働きやすい
職場づくりを目指すための議論を行っ
た。

C C 新型コロナウイルス感染防止のため、長
時間での会議時間は設けられなかった。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課
 産業総合支援課
 秘書人事課

回答 担当課具体的施策
達成状況

（令和3年度）
達成度

（令和3年度）
達成度

（令和2年度）
残された課題・今後必要な取り組み

基本方針１　男女の活躍推進と働き方改革（女性活躍推進法）
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主要施策１　あらゆる分野における男女の活躍
基本方針１　男女の活躍推進と働き方改革（女性活躍推進法）

２　ワーク・ライフ・バランスの取組支援

(5) 男女が共に心身とも健康で豊
かな生活を送ることができるよ
う、事業所や町民に対してワー
ク・ライフ・バランスに関する情
報提供や啓発活動を行い、推進し
ます。

令和元年度に男女共同参画アドバイザー
を派遣した企業を中心に５社の企業にご
協力いただき、働く女性ロールモデル集
を作成し、働く女性、働きたい女性、事
業者などへの啓発を行った。

C C 新型コロナウイルスの蔓延状況を鑑み、
啓発活動の方法を工夫する必要がある。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課
 産業総合支援課
 秘書人事課

(6) これまでの長時間労働を見直
し、誰もが安心して働ける職場づ
くりの積極的な働きかけを行いま
す。

各課毎の時間外勤務一覧表を各部長に配
布し、現状分析及び改善に向けての機会
を改めて設けた。また、毎月各課に課内
会議の実施を依頼し、業務平準化・効率
化を行っている。
令和３年度は上記取組に加え、特別休暇
の改正を行う等、従前とは違う働きかけ
も行った。

B C

類似団体と比較して職員数がやや少ない
現状において、職員向けの取り組みの
他、委託等可能な業務の洗い出し、会計
年度任用職員の活用方法等、より一層の
取組が必要である。

　秘書人事課 秘書人事課

(7) ワーク・ライフ・バランスの
推進に町が率先して取り組み、町
内の事業所へも積極的な働きかけ
を行います。

令和元年度に男女共同参画アドバイザー
を派遣した企業を中心に５社の企業にご
協力いただき、働く女性ロールモデル集
を作成し、働く女性、働きたい女性、事
業者などへの啓発を行った。

C C 新型コロナウイルスの蔓延状況を鑑み、
啓発活動の方法を工夫する必要がある。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課
 産業総合支援課
 秘書人事課

達成度
（令和2年度）

具体的施策
達成状況

（令和3年度）
達成度

（令和3年度）
残された課題・今後必要な取り組み 回答 担当課
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主要施策１　あらゆる分野における男女の活躍
基本方針１　男女の活躍推進と働き方改革（女性活躍推進法）

３　仕事と子育て・介護が両立できる環境整備の促進

(8) 子育て世代包括支援センター
の設置により、子育てに関する相
談支援体制の充実を図ります。

昨年度に引き続き、子育て世代包括支援
センター定例会を実施し、関係各課内で
情報を共有し連携を図った。新型コロナ
ウイルス感染症対策のため、年度の後半
は定例会が実施できなかったが、個別に
連携し、ケースに応じた支援策の検討を
行った。

B B

令和４年度より、子育て家庭総合相談セ
ンターを設置し、関係各課と連携をより
強化し、それぞれのケースに切れ目ない
支援を行う。また要支援児、要保護児に
ついても、関係機関と連携をはかり、児
童虐待の予防と早期介入を強化する。

　子育て総合支援課

 こども課
 けんこう推進課
 教育総務課
 学校支援課

(9) 子どもを安心して預けられる
保育サービスの充実を図ります。

昨年に引き続き作業療法士を園へ派遣し
た。また、西校区認定こども園の建設に
向け、設計、開発許可、建築確認といっ
た施工の準備をおこなった。

A C

引き続き作業療法士を園へ派遣し、支援
の必要な園児との関わり方のサポートを
実施する。
幼保一体化総合計画に基づき、他の小学
校区についても児童数の推移や保護者の
ニーズを見ながら、認定こども園の整備
を進めていく。

　こども課

 こども課
 けんこう推進課
 教育総務課
 学校支援課

(11) 子どもを安心して産み育てら
れるよう、父親も母親も子育てに
参加できる体制を整えます。

新型コロナウイルス感染予防対策を徹底
しながら計画通り事業を実施したが、パ
パママクラスは定員を縮小して実施し
た。すべての希望者が教室には参加でき
なかったが、個別相談で対応。また、マ
ザークラスをオンライン形式で実施した
り、動画配信することでいつでも参加で
きるよう体制整備を図った。妊娠期から
すべての者に切れ目ない支援が継続でき
るよう支援体制を模索する。

A A
引き続き各関係機関や関係課との連携を
強化し、安心して子育てができる体制づ
くりを行う。父親も子育てに参加しやす
い体制については、今後検討していく。

　けんこう推進課

 こども課
 けんこう推進課
 社会福祉課
 介護福祉課

(12) 地域全体で子どもを見守り育
む取組を進めます。

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、町内で活動しているNPO法人に対す
る会議室の提供等及び運営の助言が減少
した。

C C
新型コロナウイルス感染症が収まり次
第、引き続き町内で活動しているNPO法人
に対し、イベント等で使用する会議室を
提供及び運営に対する助言を行う。

　子育て総合支援課

 こども課
 けんこう推進課
 社会福祉課
 介護福祉課

(13) 個々の状態に応じ、必要な福
祉サービスを充実させ、介護者の
負担軽減を図ります。

利用者の加齢や疾病などによる生活上の
困り事、「やりにくい」「できない」こ
とを把握し、利用者の「～したい」「～
できるようになりたい」と思う具体的な
生活を実現するために、介護保険のサー
ビスを利用することで「できる」ことへ
の意識付けを行い、予防の観点でサービ
スを実施し、日常生活の維持を目指し
た。

B B
今後も積極的に、個別性に合わせた支援
が出来るようなサービスの提案・提供を
行う。

　介護福祉課

 こども課
 けんこう推進課
 社会福祉課
 介護福祉課

達成度
（令和2年度）

担当課

(10) 安心して子育てできるよう、
子育て中の親子が集える場所や交
流機会の提供を行います。

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、なかよし広場を、実施していない期
間があったが、感染状況をみながら、感
染拡大防止のため予約制にして人数制限
を設けて実施した。

B B
令和４年６月より予約制を廃止し、より
利用しやすい体制を整え、交流の機会を
提供する。

　子育て総合支援課  子育て総合支援課

具体的施策
達成状況

（令和3年度）
達成度

（令和3年度）
残された課題・今後必要な取り組み 回答
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主要施策１　あらゆる分野における男女の活躍
基本方針１　男女の活躍推進と働き方改革（女性活躍推進法）

４　女性の就労支援・起業支援

(15) 商工会やハローワークなどを
通じてマザーズセミナーを実施す
るなど、女性の就労が円滑にでき
るよう体制を構築します。

女性の就労支援を目的に、香芝市と合同
でマザーズセミナーを開催した。 B B 開催情報を必要な方に届ける工夫が必要

である。
　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課
 産業総合支援課

(16) 企業誘致の際に、女性への雇
用促進を図るよう企業へ働きかけ
ます。

令和３年度では、取組を行えていない。 E E
今後は、国の推進する「えるぼし※」
「くるみん※」認定や奈良県の推進する
「社員・シャイン職場づくり推進企業
※」への登録を促す。

　産業総合支援課  産業総合支援課

起業を目指す会社員や主婦を対象とした
「創業塾」が令和３年度も商工会主催で
開催され、受講者の内、女性は4名で
あった。
また、令和2年12月に開設した広陵高田
ビジネスサポートセンターにおいても、
女性からの起業相談を受けている。

D D

今年度についても創業塾を７月に開催す
る予定であり、開催後は効果検証を行
い、来年度以降に女性を含めた多様な人
材の起業に向けた取組を推進する。加え
て、令和２年度に創設したが、これまで
活用のない創業促進補助金についても、
活用のしやすい補助金制度となるように
検討を行っていく。

　産業総合支援課

令和3年度では取り組みを行えていな
い。 C C

新型コロナウイルスによりセミナー等の
開催が困難となっている中、新たな支援
形態の考案が必要である。

　協働のまちづくり
推進課

達成度
（令和2年度）

(17) 女性が単独もしくは複数で起
業できるよう起業に向けたセミ
ナーや補助金制度の創設を検討し
ます。

 産業総合支援課

(18) 子育て中の女性、再就業を希
望する女性、または子育てを終え
た女性が農業に携わることができ
るよう農業分野の雇用に関する情
報提供や、就農を支援できる体制
を構築します。

就農支援を目的とする「広陵町農業塾」
において、現在在籍している塾生16名の
うち、5名が女性となっている。

また、奈良女子大学の学生からの提案
事業としてスタートし、現在は独立した
運営がされている「健楽農業」において
も、子育て世代の女性が参加している状
況である。

C C

現在、農地はあるものの、耕作を行う担
い手が不足している状況であることか
ら、担い手となりうる集落営農法人の設
立に向けた支援を進めているほか、子育
て世代の女性や再就業を希望する女性
と、農作業や経理の人材を必要としてい
る農業法人や農業経営者とのマッチング
についても進めて行く必要がある。
今年度、町内の事業者に対して悉皆調査
を実施する予定であり、マッチングの可
能性についても探っていく必要がある。

　産業総合支援課  産業総合支援課

担当課

(14) 子育て中の女性、再就業を希
望する女性、また子育てを終えた
女性が町内や近隣市町で負担なく
働くことができるような就労支援
を促進します。

女性の就労支援を目的に、香芝市と合同
でマザーズセミナーを開催した。 B B 開催情報を必要な方に届ける工夫が必要

である。
　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課
 産業総合支援課

具体的施策
達成状況

（令和3年度）
達成度

（令和3年度）
残された課題・今後必要な取り組み 回答
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主要施策１　あらゆる分野における男女の活躍
基本方針２　政策・方針決定過程への女性の参画推進

１　行政、地域、団体などにおける意思決定の場への女性の参画拡大

達成状況

（令和3年度）

(19) 「広陵町人材育成基本方針」
に基づき、男女に関わらず、人材
育成を行い、指導的地位や管理す
る立場において、女性の登用を促
進します。

平成30年度に、職員研修を級別に体系化
し整備したことに加え、オンラインによ
る研修にも対応できるように環境を整え
た。
【研修受講者数】
令和２年度：26名　令和3年度：67名
コロナ禍の影響があったものの、令和2
年度に比べ、研修の開催が再開された。
※研修の定義：奈良県市町村会館研修・
JIAM・アカデミー）
【研修受講者数からの男女比率】
令和２年度：男性50.0％　女性50.0％
令和３年度：男性58.2％　女性41.8％
※男性は増加、女性は減少したが、性
別、労働環境によるものではなく、職員
として自身の担当業務に関連する研修を
受講した結果といえる。

また、管理職（課長補佐級以上）に占め
る女性の割合は増加傾向にあり、男女関
わらず能力に応じた登用が進められてい
ると言える。

B B

女性の宿泊を伴う滞在型の研修への参加
者数が男性よりも低い結果である。この
結果から男性、女性とも従来以上にどの
ようなスタイルの研修にも参加しやすい
ような環境を整える必要がある。

また、社会全体に固定的性別役割分担意
識が残る現状では、育児・介護等、女性
の職場外での役割の負担度合いにより、
研修への参加や管理職への登用に制限が
かかることが課題である。

秘書人事課  秘書人事課

(20) 審議会等に女性が参画するこ
との重要性について共通認識を形
成し、町全体で政策・方針決定の
場に女性が参画できるよう推進し
ます。

平成30年4月に「広陵町審議会等への女
性委員の登用推進要綱」を定めており、
町全体で審議会における女性比率を高め
る よ う 推 進 し て い る 。 （ 目 標 値
25.00％）

A A
設定している目標値が達成しているた
め、今後はさらなる推進を目指すため、
目標値を上げるように進めていく必要が
ある。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課

基本方針２　政策・方針決定過程への女性の参画推進
２　女性リーダーの発掘・育成

達成状況

（令和3年度）

(21) 女性の活躍に関する優良事例
を収集し、新たな女性リーダーと
なる人材の発掘を行います。

令和元年度に男女共同参画アドバイザー
を派遣した企業を中心に５社の企業にご
協力いただき、働く女性ロールモデル集
を作成し、働く女性、働きたい女性、事
業者などへの啓発を行った。

B C
新型コロナウイルスによりセミナー等の
開催が困難となっている中、新たな支援
形態の考案が必要である。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課

(22) 女性のスキル向上のため、意
識啓発や学習活動への支援を行い
ます。

令和３年度では、取組を行えていない。 E E
新型コロナウイルスによりセミナー等の
開催が困難となっている中、新たな支援
形態の考案が必要である。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課

達成度
（令和2年度）

具体的施策
達成度

（令和3年度）
残された課題・今後必要な取り組み 回答 担当課

具体的施策
達成度

（令和3年度）
達成度

（令和2年度）
残された課題・今後必要な取り組み 回答 担当課

- 8 -



主要施策２　男女の人権が尊重される、安心安全な暮らしの実現
基本方針１　多様な立場の人々が安心して暮らせる環境整備

１　男女共同参画社会の視点に立った意識の確立と環境整備

達成状況 達成度

（令和3年度） （令和2年度）

(23) 性別を問わず家事や育児を行
う必要があることから、男性の家
事分担を促す取組を推進します。

令和３年度では、取組を行えていない。 E E
新型コロナウイルスによりセミナー等の
開催が困難となっている中、新たな支援
形態の考案が必要である。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課

(24) 家庭内だけでなく、地域がと
もに子育てを支援できるよう登下
校の見守り活動や子ども110番など
の取組を推進します。

子ども110番の家事業について、事業所
にも協力を得ようと検討を行った。今後
は、どのような方法で行うか協議する。

B B
高齢化・共働きで留守になりがちな為辞
退者が多く、今後は事業所などに協力要
請を検討

安全安心課
 安全安心課
 介護福祉課
 総合政策課

家庭内で介護者が１人で抱え込むことが
ないよう、認知症疾患医療センターなど
の窓口について広報で周知を行った。昨
年度に引き続き、住民同士で助け合うた
めに、ニーズ調査を大字単位で実施する
など、支え合うための仕組みづくりに取
り組んでいる。

B C
今後、相談窓口で拾ったニーズなどをも
とに、介護者の負担を軽減できる取り組
みにつなげる必要がある。

　介護福祉課
 安全安心課
 介護福祉課
 協働のまちづくり推進課

コロナ禍のため「３密」を避けた自宅で
の安否確認訓練を実施した。 C C コロナ禍においての防災訓練のあり方に

ついて検討する必要がある。
　安全安心課

 安全安心課
 介護福祉課
 協働のまちづくり推進課

医療や介護サービスだけでは、解決しづ
らい暮らしの困り事を地域の住民同士が
支え合い・助け合いなどで協力しあっ
て、高齢者が、住み慣れた地域で元気に
いきいきと心豊かに暮らし続けることが
できるよう取り組んでいる。

B C
一つの地域だけでなく、町内全体の住民
活動や取り組みを把握し、コミュニティ
づくりを推進していく。

介護福祉課

コロナ禍の為、参加人数等の制限があっ
たものの、在来校区・真美ヶ丘第一校小
学校区・真美ヶ丘第二小学校区の防災訓
練を行った。地域のコミュニティで共助
の力を高めることができた。

B C コロナ禍においての防災訓練のあり方に
ついて検討する必要がある。

安全安心課

(25) 家庭内での介護者が過度な負
担とならないよう、地域で要介護
者を支え合う取組を推進します。

(26) 家庭内だけでなく、地域全体
で子育て、介護ができるよう、ま
た普段から近所づきあいができる
ようなコミュニティづくりを推進
します。

 安全安心課
 介護福祉課
 協働のまちづくり推進課

具体的施策
達成度

（令和3年度）
残された課題・今後必要な取り組み 回答 担当課
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主要施策２　男女の人権が尊重される、安心安全な暮らしの実現
基本方針１　多様な立場の人々が安心して暮らせる環境整備

２　性に対する理解と心身の健康保持

達成状況

（令和3年度）

(27) 性的マイノリティ（性的少数
者）の方に対する正しい知識と理
解を持つため、教育や啓発活動を
行います。

小中学校の教師を対象にＹｏｕＴｕｂｅ
を活用したオンラインでのセミナー開催
を行った。

B B オンラインでの学習機会の創出など工夫
が必要である。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課
 教育総務課
 学校支援課
 生涯学習文化財課

(28) レインボーフラッグ※を町の
公共施設のトイレ等に掲げるなど
すべての方に配慮した施設を整備
します。

設置を行っていない。
理由：大阪市では、レインボーフラッグ
が表示されているトイレを利用すれば、
当事者だと思われてしまうことを懸念す
るという声があり、断念しているため。

E E

町が性的マイノリティの方に配慮した対
応を目指すため、レインボーフラッグを
トイレに掲げるのではなく、代替案とし
て窓口等での掲示などを考案することが
必要である。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課
 教育総務課
 学校支援課
 生涯学習文化財課

(29) 男女が互いの性を理解・尊重
し、対等な関係のもと、妊娠及び
出産を決定することができるよう
正しい知識と理解を持つための学
習機会の提供を行います。

けんこう推進課では、新型コロナウイル
ス感染症感染拡大防止のため、昨年に引
き続き、定員を減らしてパパママクラス
を年４回実施した。

D D

産院で新型コロナウイルス感染症対策の
ため、両親教室の受講の機会が減ってい
る状況がある。引き続きパパママクラス
を実施し、正しい知識の習得と父親の育
児参加の促進を目指す。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課
 教育総務課
 学校支援課
 生涯学習文化財課

(30) 「第２次広陵町健康増進計
画」に基づき、健康づくりや自己
管理意識を高めるため、健（検）
診の受診など啓発や情報提供を行
います。

新型コロナウイルス感染予防対策を徹底
しながら、今年度からＷEB申込を導入し
てがん検診・集団健診等を計画通り実施
した。受動喫煙に関しては、広陵町たま
らん煙（受動喫煙）から健康を守る思い
やり条例を施行。小学校・中学校に隣接
する路上が路上喫煙禁止区域と定めてポ
スターを掲示し、受動喫煙防止指導員が
巡回している。また、受動喫煙防止に関
する講演会を畿央大学と共同で開催し
た。

A B

引き続き、第２次健康増進計画に基づ
き、健康づくりに関する取り組みを実施
していく。がん予防推進員とともに、策
定した条例の啓発、周知を行い、望まな
い受動喫煙を防止すために住民の自己意
識を高めていく取り組みを推進してい
く。

　けんこう推進課  けんこう推進課

(31) 託児所等を整備し、がん検診
および健康診査を受けやすい体制
を整備します。

新型コロナウイルス感染予防対策を徹底
しながら、託児の実施や子宮がん検診の
同時受診できる体制整備を行い、今年度
からＷEB申込を導入して6月と10月に計
画通り実施した。

A A 対象者に啓発を行い、継続して受診しや
すい体制づくりを実施していく。

　けんこう推進課  けんこう推進課

(32) リプロダクティブ・ヘルス／
ライツ（性と生殖に関する健康・
権利）※の視点に立った健康に関
する情報提供を行います。

今年度初めて成人式の場において、近年
増加している子宮がんの早期発見を目的
に子宮がん検診受診の啓発を行った。こ
の事業を推進していくにあたり多機関連
携までは至っていない。

C D
着手できていない課題については担当課
だけでは実施不可能であるため、知識の
習得も含め関係機関・関係各課との連携
を図る必要がある。

　けんこう推進課  けんこう推進課

達成度
（令和2年度）

具体的施策
達成度

（令和3年度）
残された課題・今後必要な取り組み 回答 担当課

レインボーフラッグ …LGBTの尊厳とLGBTの社会運動を象徴する旗。転じてトイレや更衣室などの入り口にこのマークを掲げることで、性的マイノリティの方に配慮した施設であることを示す。

リプロダクティブ・ヘルス …人間の生殖システムおよびその機能と活動過程のすべての側面において、単に疾病、障がいがないといういうばかりでなく、身体的、精神的、社会的に完全に良好な状態にあるこ

とを指す。

リプロダクティブ・ライツ …全てのカップルと個人が自分たちの子どもの数、出産間隔、出産する時を、責任をもって自由に決定でき、そのための情報と手段を得ることができるという基本的権利のこと。
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主要施策２　男女の人権が尊重される、安心安全な暮らしの実現
基本方針１　多様な立場の人々が安心して暮らせる環境整備

３　貧困、高齢、障がいなどにより困難を抱えた人々への支援

達成状況

（令和3年度）

新型コロナウイルスワクチン接種のた
め、さわやかホール内での授産品販売に
ついてはほぼ制限された状態であった。
授産品販売の機会を確保するために、他
の販売ルート（イズミヤ敷地内の「わた
しのたからもの」での販売）を創出し
た。

オンラインを使用し、南郷、馬見南４丁
目、大垣内の各地域に対し、住民同士の
交流の場である「ふれあい・いきいきサ
ロン」の取り組みを紹介し、その際に、
ボランティア団体会員にも参加いただ
き、活動の周知を行った。

(37) 高齢者や障がい者が住み慣れ
た地域で住み続けられるよう地域
で支え合う取組を推進します。

各地域で活動する民生委員が組織する、
「民生委員・児童委員協議会」内におい
て、高齢者や障がい、児童福祉について
の研修会を行い、地域で支え合う為に必
要な知識の習得や、意識の向上を図っ
た。

B C

「支え合える地域づくり」は人とのつな
がりの度合いに応じて地域で差が見られ
るのが現状である。そのため、地域の
ニーズに合わせた仕組みを推進していく
必要がある。

　社会福祉課
 社会福祉課
 介護福祉課

達成度
（令和2年度）

(36) 高齢者や障がい者の社会参加
の機会を積極的に設け、生きがい
のあるまちづくりに努めます。

B C

新たな販売ルートは確保したものの、売
り上げは十分とは言えないため、他にも
販売の機会を増やす必要性がある。ま
た、さわやかホールでのワクチン接種が
終了次第、管内での販売についても再開
する。

サロンへの参加者は年々微増していると
ころではあるが、参加者がおよそ11％
（R2年度介護保険事業計画及び高齢者福
祉計画調査結果による）と低い割合であ
るため、参加者を増やす取組が必要であ
る。

　社会福祉課
 社会福祉課
 介護福祉課

 社会福祉課

(35) 高齢者や障がい者を介護する
方の負担を軽減するため、介護体
制の整備や相談体制の充実を図り
ます。

地域福祉計画の進捗について役場内関係
各課より実績確認を行い、策定委員会に
おいて報告を行った。委員会の内容につ
いてホームページで公開し、広く住民へ

の周知を行った。

B B
地域福祉計画に対する、関係各部署の理
解が不十分であり、一層の周知を行う事
が必要。

　社会福祉課
 社会福祉課
 介護福祉課

ひとり親への支援が児童扶養手当受給世
帯を中心におこなわれているものが多
く、個々の実態に応じた支援を考えてい
く必要がある。

　こども課
 こども課
 保険年金課

(34) 女性や高齢者など貧困に陥り
やすい社会的弱者に対して、文化
的な生活を送れるよう支援を充実
します。

民生委員からの情報提供や、窓口での相
談に対し、対象者の状態に応じて適切な
支援につなげる為、中和吉野生活自立サ
ポートセンターや社会福祉協議会と連携
を図り、公的支援による解決につなぐこ
とができた。

B B
予防的支援の充実や民生委員など地域住
民を代表する方々によるアウトリーチを
より一層図る必要がある。

　社会福祉課

具体的施策
達成度

（令和3年度）
残された課題・今後必要な取り組み 回答 担当課

(33) 精神的にも経済的にも負担の
大きいひとり親世帯などに対し、
生活支援のための相談や支援体制
の整備を行います。

こども課において、児童扶養手当、母子
父子寡婦福祉資金貸付金に係る相談窓口
を設置している。一人5万円の生活支援
給付金や十万円の臨時特別給付金といっ
たコロナウイルス対策の支援もあり、窓

口での案内は増加した。

B B
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主要施策２　男女の人権が尊重される、安心安全な暮らしの実現
基本方針２　男女間の暴力根絶の推進

１　男女間の暴力を許さない意識醸成及び相談・被害者支援体制の充実

達成状況

（令和3年度）

(38) 暴力防止、暴力根絶に向けた
啓発活動を充実します。

「女性に対する暴力をなくす運動」であ
る11月12日から25日の期間に合わせて、
11月中に役場庁舎を含めた町内の主要な
公共施設の窓口でパープルリボンを配布
した。

B B
パープルリボンのより一層の啓発方法と
して、公共施設内でのパープルライトの
点灯など新たな取組を行うことが必要で
ある。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課

(39) 女性に対する暴力根絶のため
の学習機会を提供します。

小中学校の教師を対象にＹｏｕＴｕBEを
活用したオンラインでの男女共同出前講
座を行った。

B D
新型コロナウイルスによりセミナー等の
開催が困難となっている中、学校現場な
どの現状に即した学習機会の提供を行う
必要がある。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課

(40) DVやセクハラなどの被害者に
対して、相談機関の紹介や、ワン
ストップ窓口を整備します。

DＶ等の被害に対する相談窓口として平
成３０年４月からDＶ相談窓口を開設し
ており、令和３年中は５件の相談件数で
あった。（庁内各相談窓口での相談件数
も含む。）

B B

相談機関などの紹介については実施でき
たが、ワンストップ窓口の整備までは
至っていない。関係各課と協議の場を設
け、相談者の負担を少なくする方策が必
要である。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課

達成度
（令和2年度）

具体的施策
達成度

（令和3年度）
残された課題・今後必要な取り組み 回答 担当課
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主要施策２　男女の人権が尊重される、安心安全な暮らしの実現
基本方針２　男女間の暴力根絶の推進

２　女性や子どもに対する暴力の予防

達成状況

（令和3年度）

(41) 女性や子どもに対する性的暴
力等が起こらないよう、教育機関
や行政機関が連携して啓発や予防
に努めます。

小中学校の教師を対象にＹｏｕＴｕBEを
活用したオンラインでの男女共同出前講
座を行った。

B D
新型コロナウイルスによりセミナー等の
開催が困難となっている中、学校現場な
どの現状に即した学習機会の提供を行う
必要がある。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課
 こども課
 教育総務課
 学校支援課

(42) ＳＮＳ※等不特定多数がつな
がるインターネット空間で被害
者・加害者とならないよう、情報
提供や学習機会を提供します。

小中学校の教師を対象にＹｏｕＴｕBEを
活用したオンラインでの男女共同出前講
座を行った。

B E
新型コロナウイルスによりセミナー等の
開催が困難となっている中、学校現場な
どの現状に即した学習機会の提供を行う
必要がある。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課
 こども課
 教育総務課
 学校支援課

基本方針２　男女間の暴力根絶の推進
３　セクシュアル・ハラスメントなどの予防

達成状況

（令和3年度）

(44) セクハラを防止するために、
事業所や職場、学校などへ研修や
情報提供などを積極的に働きかけ
ます。

小中学校の教師を対象にＹｏｕＴｕBEを
活用したオンラインでの男女共同出前講
座を行った。

B D
新型コロナウイルスによりセミナー等の
開催が困難となっている中、学校現場な
どの現状に即した学習機会の提供を行う
必要がある。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課
 教育総務課
 学校支援課
 産業総合支援課

(45) いわゆるマタハラ※やパタハ
ラ※の被害者とならないよう、予
防体制を充実させるとともに事業
主に対する啓発の推進を行いま
す。

事業主に対する啓発の推進は実施できて
いないが、けんこう福祉課では妊婦を対
象としたマザークラスを実施している。
参加者から個別の相談等もあるので、そ
の際に相談機関を紹介する等、予防体制
を充実させている。

C C
実際にマタハラ・パタハラという限定さ
れた相談内容は少ないが、引き続きマ
ザークラスや個別面談機会を設け、相談
があれば対応できるようにする。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課
 けんこう推進課

達成度
（令和2年度）

達成度
（令和2年度）

　安全安心課 安全安心課

具体的施策 残された課題・今後必要な取り組み 回答 担当課
達成度

（令和3年度）

(43) 犯罪防止の視点に立った防犯
カメラの整備や見守り活動の強化
などを推進します。

令和３年度の町内設置は３ヶ所（３台）
であり、町、各大字・自治会設置分は合
計44台となった。また、青色パトロール
で見守り活動を実施している。

B B
今後も地域と連携し、危険箇所について
は防犯カメラの設置及び見守り活動の強
化呼びかけ等防犯力向上の取組を実施し
ていく。

具体的施策
達成度

（令和3年度）
残された課題・今後必要な取り組み 回答 担当課

ＳＮＳ …ソーシャル・ネットワーキング・サービスの略で、ブログやＬＩＮＥ、Facebookなど、不特定多数の人がインターネット上でコミュニケーションを行うサービスのこと。

マタニティ・ハラスメント …妊娠・出産した女性に対する、精神的、肉体的ないやがらせ。

パタニティ・ハラスメント …育児休業などを取得しようとする男性に対しての精神的、肉体的ないやがらせ。
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主要施策３　男女共同参画社会の実現に向けた基盤整備
基本方針１　教育・啓発を通じて男女共同参画についての理解の促進

１　男女平等など意識を高める社会制度と慣行の見直し

達成状況

（令和3年度）

(46) 家庭において、男性は仕事、
外で働く、女性は家事・子育て、
家を守るといった固定的性別役割
分担意識を変える取組を推進しま
す。

令和元年度に男女共同参画アドバイザー
を派遣した企業を中心に５社の企業にご
協力いただき、働く女性ロールモデル集
を作成し、働く女性、働きたい女性、事
業者などへの啓発を行った。

B B 取り組み情報を多くの方に届ける工夫が
必要である。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課

(47) 次世代を担う子どもや若者
へ、従来の慣行にとらわれない意
識啓発の取組を推進します。

令和元年度に男女共同参画アドバイザー
を派遣した企業を中心に５社の企業にご
協力いただき、働く女性ロールモデル集
を作成し、働く女性、働きたい女性、事
業者などへの啓発を行った。

B B 取り組み情報を多くの方に届ける工夫が
必要である。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課

達成度
（令和2年度）

具体的施策 残された課題・今後必要な取り組み 回答 担当課
達成度

（令和3年度）

パタニティ・ハラスメント …育児休業などを取得しようとする男性に対しての精神的、肉体的ないやがらせ。
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主要施策３　男女共同参画社会の実現に向けた基盤整備
基本方針１　教育・啓発を通じて男女共同参画についての理解の促進

２　男女共同参画に関する啓発の充実

達成状況

（令和3年度）

(48) 広報紙や町ホームページなど
のあらゆる媒体を通じて、男女共
同参画に関する啓発活動を充実し
ます。

町広報11月号では、パープルリボンの記
事を掲載し、「女性に対する暴力をなく
す運動」の周知に努めた。
また、令和元年度に男女共同参画アドバ
イザーを派遣した企業を中心に５社の企
業にご協力いただき、働く女性ロールモ
デル集を作成し、働く女性、働きたい女
性、事業者などへの啓発を行った。

B C
今後も様々な関連記事の掲載を継続する
ことで、住民の方に関心をもってもらえ
ると期待するため、情報発信の充実に向
けて取り組む必要がある。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課

(49) 町の発行物や情報発信につい
ては、男女共同参画の視点に立っ
た適切な表現に努めます。

各課にて発行しているアンケート等で、
性別欄を「男性」「女性」だけに限ら
ず、LGBTの方への配慮として「無回答」
という表現を加えるよう努めた。

B B
担当課のみにおいて対応するのではな
く、全庁あげて取り組めるよう進めてい
く必要がある。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課

(50) 広報紙や町ホームページなど
のあらゆる媒体を通じて、文化
的・社会的な性差が解消されるよ
う啓発活動を充実します。

広報やホームページなどを用いて、性差
をテーマとした記事の掲載を進めること
ができなかった。

E E
町ホームページを充実させることで、啓
発活動を推進することができるため、重
点的に取り組んでいきたい。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課

(51) 女性をはじめ、子ども、高齢
者、障がい者、性的マイノリティ
などの社会的弱者の人権を尊重で
きるまちづくりを推進します。

広報 11月号にて、「児童虐待防止月
間」、「障害者虐待防止法」、「パープ
ルリボン」等の記事を掲載し、社会的弱
者の人権について考えてもらう機会を設
けることができた。

B B
広報やホームページへ記事を掲載するこ
とに加え、イベントなどを通して啓発す
ることが効果的であると思われる。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課

(52) 町職員が男女ともに個性や能
力が発揮できる庁内環境の整備や
意識の向上に努めます。

（１）再掲 B B 女性の妊娠・出産・子育て期に生じる性
差に対応した取組が課題である。

　秘書人事課
 協働のまちづくり推進課
 秘書人事課

達成度
（令和2年度）

具体的施策 残された課題・今後必要な取り組み 回答 担当課
達成度

（令和3年度）
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主要施策３　男女共同参画社会の実現に向けた基盤整備
基本方針１　教育・啓発を通じて男女共同参画についての理解の促進

３　幼稚園・保育園・認定こども園・学校における男女共同参画教育の充実

達成状況

（令和3年度）

(58) 職業観を養えるようキャリア
教育を推進します。

コロナ禍の中、職場体験などの取り組み
は昨年度に引き続き実施出来なかった
が、小学校で広陵町のいろいろな施設に
ついて学び、中学校ではオンラインで日
本の職場とつなぎ、仕事の話を聞くな
ど、小学校、中学校の９年間を視野に入
れた取り組みに努めた。

B C

新型コロナウイルス感染症拡大により、
具体的な社会での職場体験を通して実感
することが困難であっても、自らの役割
を見いだすことのできる学校教育活動を
展開していく。

教育総務課
 教育総務課
 学校支援課

達成度
（令和3年度）

達成度
（令和2年度）

　教育総務課
 教育総務課
 学校支援課

(57) 性別にとらわれず個性と能力
を大事にする進路指導を進めま
す。

性別にとらわれず、個性と能力を十二分
に発揮できる進路選択が出来る力を付け
させるよう努めた。

B B
職業選択の自由を尊重し、ひとりひとり
の個性と能力が十分に発揮できるよう、
性別にとらわれず、何を学びたいのかを
重視した進路指導を展開していく。

　教育総務課
 教育総務課
 学校支援課

(56) 次代を担う子どもたちが、性
別にかかわらず個性と能力を発揮
できるよう、子どもの男女共同参
画の理解を促進します。

子どもたちが性別にかかわらず柔軟に対
応でき、個性が発揮できるように努め
た。

B B
引き続き、固定概念にとらわれることな
く、柔軟に対応できる能力と自らの意思
による自己実現に向けた組織の構築を図
る必要がある。

(55) 教職員や保育士への男女共同
参画、人権に関する研修を充実し
ます。

教職員や保育士自身の人権感覚・人権意
識を高めるための研修に努めた。 B B 教職員や保育士自身の人権感覚・人権意

識の高揚につながる研修に努めたい。
　教育総務課

 こども課
 教育総務課
 学校支援課

　教育総務課
 こども課
 教育総務課
 学校支援課

(54) 学習指導要領等に基づき、子
どもの発達の段階を踏まえた適切
な性に関する教育を実施します。

子どもの発達段階に応じた適切な教材教
具の工夫や開発に取り組み、子どもの心
に響く学習の展開に努めた。

B B
子どもの発達段階に応じた適切な教材教
具の工夫や開発を追求し、性について子
どもに正しく理解させ、より心に響く学
習を展開する必要がある。

　教育総務課
 こども課
 教育総務課
 学校支援課

具体的施策 残された課題・今後必要な取り組み 回答 担当課

(53) 各園、各学校における男女共
生教育に取り組みます。

本年度も一人一人が自分らしく生活する
ために、個々の自尊心を高め他者の思い
に寄り添いながら理解を深めるため、引
き続きLGBTQの子どもへの配慮やその子
どもを取り巻く集団のより良い関係づく
りに取り組んだ。

B B

ひとりひとりが自分らしく生活するため
に、個々の自尊感情をさらに高め、他者
の思いに寄り添い、違いを認め合いなが
ら、お互いの理解を深めなければならな
い。
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主要施策３　男女共同参画社会の実現に向けた基盤整備
基本方針２　男女共同参画の視点に立った推進体制の充実

１　防災・災害時支援体制の確立

達成状況

（令和3年度）

(59) 防災会議への女性の登用を進
めます。

防災会議への女性の登用は全体に比べ、
少ない状況である。（３０人中３人：１
０％）令和３年度、開催なし。

D D 次回の防災会議開催に当たり、さらなる
女性の登用を検討していく必要がある。

安全安心課  安全安心課

(60) 女性の視点に立った避難所運
営体制を検討します。

男女職員による、テントやパーテーショ
ンの避難所における設営訓練を実施し
た。

C C
コロナ禍においての防災訓練のあり方に
ついて検討する必要がある。子育て世代
の訓練参加を目指す。

安全安心課  安全安心課

(61) 防災士の女性比率向上を推進
します。

例年、女性防災士を増やすべく、女性職
員にも積極的に声かけをするなどの取り
組みを行っているところではあるが、コ
ロナウイルス感染症対策で防災士の受講
人数が制限され、申し込んでもほとんど
受講できなかった。

D D コロナ対策による制限はあるかもしれな
いが、引き続き防災士の啓発を行う。

安全安心課  安全安心課

(63) 女性消防団との連携により、
男女が協力して救命救急の普及を
図ります。

町内の園（５園）に出向き、紙芝居を用
いて防火対策を行った。
消防署員と合同で75歳以上の高齢者宅に
防火訪問を行った。

B B コロナ禍においての防災訓練・講習会の
あり方について検討する必要がある。

安全安心課  安全安心課

達成度
（令和3年度）

達成度
（令和2年度）

 安全安心課  安全安心課

具体的施策 残された課題・今後必要な取り組み 回答 担当課

(62) 自主防災組織における男女共
同参画を推進します。

コロナ禍ではあるが、老若男女が参加で
きる自宅での安否確認訓練を実施した。 B B コロナ禍においての防災訓練のあり方に

ついて検討する必要がある。
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主要施策３　男女共同参画社会の実現に向けた基盤整備
基本方針２　男女共同参画の視点に立った推進体制の充実

２　庁内推進体制の充実・強化

達成状況

（令和3年度）

(64) 「広陵町男女共同活躍推進委
員会」の組織体制の充実・強化を
図ります。

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点
から委員会の開催を見送った。 E B

男女共同参画意識の醸成のために、興味
や関心を持ってもらえるような仕掛けづ
くりが必要である。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課

(65) 「広陵町男女共同活躍推進委
員会」による計画の進捗状況の把
握・評価内容の公表を行います。

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点
から委員会の開催を見送った。 E C

男女共同参画行動計画での進捗状況の評
価内容については公表を行えていないた
め、ホームページなどで周知する必要が
ある。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課

(66) 「広陵町男女共同参画審議
会」による計画の進捗状況の評価
を行います。

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点
から委員会の開催を見送った。 E B 審議会委員による評価とともに、評価結

果の公表を実施する必要がある。
　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課

(67) 国、県との連携体制を強化し
ます。

女性活躍推進交付金を申請、取り組みを
行った。 C B

国や県との連携がなかなか取れない状況
ではあるが、補助金や情報提供等を把握
することから始めることが必要である。

　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課

(68) 近隣市町などとの連携による
情報交換、協力体制を強化しま
す。

「マザーズセミナー」を香芝市との共同
開催で行った。 B B 必要な方へ必要な情報を届ける工夫が必

要である。
　協働のまちづくり
推進課

 協働のまちづくり推進課

B C 現場の現状の確認を行った上で即した学
習機会の提供を行う必要がある。

　協働のまちづくり
推進課

E E 担当課と連携し、計画的な研修の実施を
進める。

　秘書人事課

達成度
（令和3年度）

(69) 職員や関係団体への男女共同
参画、人権に関する研修を充実し
ます。

第１回人権セミナーとして１２月にアン
ガーマネジメント研修を実施。第２回以
降は新型コロナウイルス感染状況に鑑み
中止となった。

 秘書人事課
 協働のまちづくり推進課
 生涯学習文化財課

具体的施策 残された課題・今後必要な取り組み 回答 担当課
達成度

（令和2年度）

- 18 -




